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第１ 業務改善助成金の概要

１ 業務改善助成金とは
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★申請の流れ
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設備投資等の実
施

（発注・契約・
納品・支払等）

令和８年９月１日～10月1日
までに交付申請

設備投資等の実施は交付決定後
に着手

賃金引上げは10月1日まで
に実施
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第１ 業務改善助成金の概要

２ 助成対象事業場の要件

業務改善助成金の対象となる事業場の要件は以下のとおり

助成対象の事業場

①中小事業者であること（大企業と密接な関係を有する「みなし大企業」は除く）

②申請事業場に雇用保険被保険者が在籍していること

③事業場内最低賃金が令和7年地域別最低賃金（1061円）以上、かつ、令和8年地域別最低
賃金（1117円）未満であること

④各コース所定の金額まで事業場内最低賃金を引き上げること（就業規則またはそれに準

ずるものに事業場内最低賃金を規定すること）

⑤生産性の向上、労働能率の増進に資する設備投資を行うこと



5

第１ 業務改善助成金の概要

３ 事業場内最低賃金とは

申請事業場に勤務する労働者のうち以下の２つの条件を満たす労働者のうち最も低い賃金

を「事業場内最低賃金」といいます。

「事業場内最低賃金」の対象労働者の条件

①雇用保険被保険者であること

②雇入れから６カ月経過していること

令和８年度改正

A

B C

D

E

１,０７０円

１,０６１円

１,１１０円

１,１４０円

A・B・C・Dは雇用保険被保険者 Eは雇用保険未加入

雇用保険未加入なので
事業場内最低賃金対象外(※)

A・B・C・D・Eは
いずれも雇入れから

６カ月以上勤務

雇用保険被保険者の中で最も賃金が
低いAが事業場内最低賃金の対象者

この事業場の事業場内最低賃金は１０７０円になります。

この１０７０円からコース所定額以上事業場内最低賃金を引き

上げる事業場が本助成金の対象です。

※Ｅについても新しい事業
場内最低賃金以上の時給引

上げは必要です（ただし、

Ｅは雇用保険被保険者では

ないため、次のスライドの

賃金引上げ対象者にはなり

ません）。
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第１ 業務改善助成金の概要

４ 引き上げる労働者数のカウントについて

本助成金の助成上限額の基準となる「引き上げる労働者数」のカウント対象となる労働者

は、雇用保険被保険者であり、かつ、各コース所定の金額以上に時給額を引き上げる労働

者をいいます（引き上げ前の時給額が新事業場内最低賃金未満の労働者に限る）。

令和８年度改正
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第１ 業務改善助成金の概要

５ 助成金額について

助成率は３／４のみ

引き上げ前の事業場内最低賃金が1,050円未満の場合は助成率が４／５ですが、長野県の地域別最低賃金が
1,061円になりますので、長野県内の事業場は助成率４／５の適用はありません。

●助成上限額

令和８年度改正

業務改善助成金は、助成対象経費（設備投資等に要した費用）に以下の助成率を乗じ

た金額（当該金額が助成上限額を超える場合は上限額）を助成します。

8

第１ 業務改善助成金の概要

６ 特例事業者とは

物価高騰等要件（原材料費の高騰など社会的・経済的環境の変化等の外的要因により、交

付申請前６か月平均の売上高総利益率または売上高営業利益率のいずれかが前年同期に比

べ３％ポイント以上低下）に該当する事業者は、「特例事業者」として以下の特例が認め

られます。

①助成上限額について、賃金引き上げ労働者が１０人以上いる場合は、１０人以上の上限

額区分が適用されます。

②ＰＣ、タブレット端末、スマートフォンの新規購入（※）が助成対象になります。

※すでに導入済みのＰＣ，タブレット端末、スマートフォンの買い替えは助成対象外です。

令和８年度改正
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第２ 助成金申請にあたっての注意点について

１ 助成対象経費

本助成金は生産性向上や労働能率の増進に資する設備投資等に対して助成しますが、助成対

象経費の範囲は交付要領別紙３（交付要領Ｐ１４～１５）に定められています。
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第２ 助成金申請にあたっての注意点について

１ 助成対象経費

助成対象経費は、以下に該当するものは対象経費から除きます。

①単なる経費削減を目的とした経費

②不快感の軽減や動線確保等による快適化を図ることを目的とした職場環境の改善経費

③通常の事業活動に伴う経費

④建築物構築に関する経費、その他の費用

⑤法令等で義務づけられたものの整備に係る経費及び事業を実施する上で必須となる資格の取得

に係る経費

⑥交付決定前に発生した費用。また、補助事業実施期間外に発生した費用。

⑦日本国外で実施する事業

⑧申請事業場の生産性向上、労働能率の増進が認められないと所轄労働局長が判断したもの

⑨経費の算出が適正でないと所轄労働局長が判断したもの

⑩その他、社会通念上助成が適当でないと所轄労働局長が判断したもの
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第２ 助成金申請にあたっての注意点について

２ その他の注意点

交付申請にあたって、以下の点もご留意のうえ申請してください。

① 交付申請が認められると労働局から交付決定を受けます（交付決定通知書で通知します）

この交付決定を受ける前の発注・契約・納品・支払（事前着手）はいかなる理由があっても認められません！

→交付決定を受けてから発注・契約・納品・支払を行ってください。

② 交付決定を受けた後に、以下の変更が生じた場合は労働局長の承認が必要です。変更が生じそうな場

合は労働局へ必ずご相談いただき、手続きの案内を受けて下さい。

・購入しようする設備・機器等の費用が変更になった場合（値上げの場合はもちろん、値下げの場合も）

・購入しようする設備・機器等の品番等が変更になる場合（メーカーや機器等の品番や型番が変わる場合）

・納品日、支払日が事業完了予定期日に間に合わない場合

③本助成金は、原則として令和９年１月３１日（遅くとも令和９年３月３１日）までに納品及び支払を完了で

きない場合は助成できません。上記期日に納品及び支払が間に合うもので交付申請してください。
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第３ 昨年度との主な変更点

昨年度との主な変更点

①事業場内最低賃金対象者と賃金引き上げ労働者は雇用保険被保険者に限ります。

②コース区分が変更になりました（時給額を50円以上引き上げないと助成対象にな
りません）。

令和７年度 30円コース 45円コース 60円コース 90円コース

令和８年度 50円コース 70円コース 90円コース

③特例事業者（物価高騰等要件に該当）の助成対象から自動車（特種用途自動車除

く）が無くなりました。

④物価高騰等要件の確認書類は、交付申請前６か月分と前年同期６か月分の売上高、

売上総利益又は営業利益の金額が分かるもの（月次損益計算書等）の提出が必要

になります。



ご清聴ありがとうございました。

業務改善助成金に関してご不明な点は、
当室までお問い合わせください。
長野労働局 雇用環境・均等室
℡ ０２６－２２３－０５６０
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